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　日頃の取り組みに敬意を表します。

　保育所等を利用する児童の数は、 万人で前年比 万人の減少となっていますが、フルタイムの共働き273 1.2
世帯割合の増加や女性就業率の上昇など、今後の保育ニーズは、再び増加する可能性があるとされていま
す。
　一方、待機児童数の解消に向け、保育所等で働く保育士数は、年々増加しているものの、保育士資格を
有しながら保育所等で働いていない保育士も数多く存在しています。
　厚生労働省「保育士資格を有しながら保育士としての就職を希望しない求職者意識調査」（ 年）によ2013
ると、保育士として就業を希望しない理由は、「賃金が希望と合わない」（ ％）、「責任の重さ・事故への47.5
不安」（ ％）との回答がされるなど、保育士が働く職場の環境改善は、喫緊の課題となっています。40.0
　そうした中で、公立・私立に関わらず、保育施設での子どもの死亡事故が発生していることから、子どもの命と
安全を守るために、より一層、保育施設での安全対策が求められています。
　しかし、保育施設の保育士配置は、 先進国と比較しても、少ない職員配置で大勢の子どもの保育をOECD
行わなければならない基準となっています。とりわけ、公立保育所は、医療的ケア児や障害児、外国籍等の児
童等の対応を担うなど、通常の保育に加えて、公立保育所として地域のニーズに対応する責務も担うなど、保
育士一人ひとりの負担は増すばかりです。
 
　つきましては、社会福祉評議会は、長年改善されてこなかった保育施設の職員配置基準改善を求めて、地
方議会に対する意見書採択の取り組みを行うことといたしました。
　お忙しいところ申し訳ありませんが、本部モデル案を送付いたしますので、下記の通り、　取り組みをお願いい
たします。
　意見書採択の取り組み実施時期については、６月議会、９月議会、 月議会を設定しておりますので、それ12
ぞれの県本部・単組において、可能な時期に対応頂ければ結構です。
 
　なお、 年度の地方財政計画・地方交付税総額の確保をめざして、別途、６月議会における意見書採2024
択の取り組みを要請しておりますので
（ ）、可https://remote2.cybozu.co.jp/cgi-bin/cbgrn/grn.cgi/dm/view?did=252791&br=1
能な県本部・単組については、連携した取り組みをお願いいたします。
 
　また、類似の内容の意見書採択にすでに取り組まれている場合は、意見書 データを提出いただくよう、おPDF
願いいたします（別紙１記載の自治体を除く）。
 
１．意見書採択について
 
（ ）実施時期　　 年６月議会、９月議会、 月議会1 2023 12
 
（ ）実施方法　　地方自治法第 条の規定により意見書提出をお願いします。2 99
 
（ ）実施単位　　各都道府県議会、各市区町村議会3

※　　　　　　　　　　　 すでに の県・市・区議会で意見書採択に取り組まれていることを、本部で把握していま51
す。別紙にて、ご参照ください（別紙１）。
 
（ ）意見書　　　別紙モデル案（別紙２）を参考に、各自治体の実情に合わせて、作成をお願いします。4
　　　　　　　　　　地方自治法 条の規定による場合、意見書の提出先は、衆議院、参議院、内閣総理大99
臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、文部科学大臣、内閣府特命担当大臣（こども政策、少子化対



策）とします。
 

（５）参考資料　　参考として、モデル意見書に簡単な解説を付けた説明資料（別紙３）も添付します。
 

（６）第 次集約　第 次集約は、 月 日（金）までにお願いします。1 1 7 14
　　　　　　　　　　集約結果について、 月 ～ 日の保育集会にて報告します。7 29 30

 

（６）集約方法　 意見書は県本部で集約し、集約結果について登録をお願いします。 
　　　　　　　　　　なお、登録にあたっては、６月議会で取り組まれた結果だけではなく、今後、採択予定（ 月9
議会、 月議会）や検討中の場合についても、報告をお願いします。12
　　　　　　　　　　第２次以降の集約については、今後、対応を検討します。
　　　　　　　　　　取り組み結果については、下記 ＜集約結果＞に登録お願いします。URL
　　　　　　　　　　また、意見書データは、 文書もしくは データにて添付をお願いします。Word PDF

 
　　　　　　　　　　　　https://jichiro.cybozu.com/k/566/
 
２．その他　　　 第２次以降の集約については、今後、対応を検討します。  
 
３．問合せ　　　自治労本部社会福祉評議会（門﨑・会田）
　　　　　　　　　　 ：TEL 03-3263-0261

添付ファイル　：
別紙１　議会意見書可決自治体一覧.xlsx
別紙２　自治体意見書モデル案.docx
別紙３　保育施設の職員配置基準改善解説 .docx


